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22 年 人  人 人 平成 22 年 人 人 人 ②

17 年 人 人 ％ ％ ％

％ 平成 17 年 人 人 人

平成 28 .3.31 　 人 22年国調世帯数 世帯 ％ ％ ％

平成 27 .3.31 人 17年国調世帯数 世帯

％ ％

千円 千円 千円 ％

千円 計

④ ①自主財源比率
％

②人件費比率
％

(f) ％ ③義務的経費比率
千円 ％

④投資的経費比率
％

(g) ％

％ 千円

％

％

○ ○ 千円 ％ ％ 千円 ％ 千円

○ ○ ○ ○ ○

○

A B

人 千円 千円

千円 千円 人

円 % % %

(千円)　 % % %

% % %

Ⅱ３種地

1,509

17,043

10,397

国調

国調 11.0 30.1 58.9

公 債 費 比 率

△ 0.8

4.9増 加 率増 加 率 0.0

面 積 人 口 密 度

73.60 473

10,903

5.5

国

調

住

基

平成

区 分 平 成 27 年 度

増 加 率

34,845

35,132

区 分

一 般 職 員 等 特 別 職 等

区 分
改定実施 一人当り平均給料

区　　　　分 職員数

38,634,131 基準財政収入額 3,240,005

月 額 B/A 年 月 日 ( 報 酬 ) 月 額

平 成 26 年 度

宮 城 県 亘 理 町

区 分

人口
産 業 構 造

就
業
人
口

第 ３ 次

0

平 成 ２ ７ 年 度 決 算 状 況

人 口 集 中

区 分 第 １ 次 第 ２ 次地 区 人 口

市町村類型 Ⅴ－２ 交付税種地

4,813平成 k㎡ 9,896

9.3 29.7 61.00

10,275

34,108

34,109

5,257

特 別

株 式 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,920

指 数 等

配当割交付金

指 数 等

起債制限比率

1

0.2 36,166 36,166 0.5223,440

地方消費税交付金 593,118 2.4

2 歳 出 総 額 B 20,423,930

歳 入 総 額 A 24,976,359

4.035,098,058 基準財政需要額 5,778,029

7,079,305

4,096,367

4,776,760 使 用 料 ①

3
歳入歳出差引額

C 4,552,429 3,536,073 標 準 税 収 入 額
(A-B)

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源 D 3,409,990 2,626,083

標 準 財 政 規 模

(a)

0.3

手 数 料 ① 18,651 0.1

財    調

F 232,449

県 支 出 金

△ 407,132
経 常 一 般 財 源

21,373,594

(C-D) 一 般 財 源 (b)
909,990

経 常 経 費 充 当
6,214,979

積立金現在高

減    債 32,176

寄 附 金 ① 22,387

特定目的

29.5

16,564,658 19.9

(f)/(a) 301.9
5

実 質 収 支
E 1,142,439

7 積 立 金 G 1,912

6 単 年 度 収 支

6,804,990 27.2

地方債現在高 10,514,697

(g)/(a) 148.5 10.6

財 産 収 入 ①

(d)
1,735

臨時財政対策債
444,900

繰 入 金 ①

2,650,173

6,587,868

うち政府資金 8,380,150

(c)

9 積 立 金 取 崩 額 I 767,045 1,293,536

経 常 収 支 比 率

財 政 力 指 数

(b)/((c)+(d))
8 繰 上 償 還 金 88.410,700

0.539

H 51,300

うち臨時財政対策債

繰 越 金 ①

諸 収 入 ①
1,669,191債務負担行為額

地 方 債 561,760 2.3

444,900 1.8

-

-

実質公債費比率
△ 481,384

半    島

指 定 団 体 等 の 状 況

財政再建

(F+G+H-I)
△ 1,688,233

工    特 山    振 特定農山村 指数表選定 非常勤公務災害

10
実質単年度収支

旧 新 産 産    炭

J

給料月額　
一 人 当 り 支 給

低 開 発 過    疎 市町村圏 財源超過

市 町 村 長 H18.1.1 772,200 円一 般 職 員 278 75,811 273

教 育 長 H18.1.1 531,050

うち技能労務職 18 4,788 266

消 防 職 員

副 町 長 H19.4.1 594,000

教 育 公 務 員 1 382 382

合　　　計 279 76,193 273

臨 時 職 員

議 会 議 長 H19.5.1 323,000

議 会 副 議 長 〃 268,000

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 315,630

議会議員 ( 16 人 ) 〃 256,000 181,974 0

3,376,389

公共下水道事業 無 59,836 649,010 6

6水 道 事 業 有

円

8,957

139,368 20,766

3,329,552 0職員数 合 計

157

円

千円

329,785 円

5,066

174,828

97,789

人

被保険者一人当り保険給付額

無

介 護 保 険 事 業 無 41,099 413,551 被 保 険 者 数

394,017

13.5 3,194,415 48.5 人 件 費

後期高齢者医療事業 1

わたり温泉鳥の海事業 無 136 世帯

決 算 額
区 分

決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比
区 分

地 方 税 ① 3,376,389

経常収支
比率　％

0 被保険者一人当り保険税調定額

加 入 世 帯 数

8
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国

保

会

計

の

状

況

職 員 数

2

2,134,131 10.5 2,026,973 1,855,988

構成比 一 般 財 源 等 経常一般財源

873,979

1,178,134

26.4

地 方 譲 与 税 149,584 0.6 149,584 2.3 う ち 職 員 給 1,374,274 6.7 1,286,671 16.8

利子割交付金 4,882 0.0 4,882 0.1 扶 助 費 1,560,830 7.6

11,091 0.0 11,091 0.2 公 債 費 4.3 808,560 808,560 11.5

515,889 468,732 6.7

元 利 償 還 金 873,979 4.3 808,56011,474 0.0 11,474 0.2 808,560 11.5
自 動 車 取 得 税 交 付 金 36,263 0.2 36,263 0.5 一時借入金利子

地 方 交 付 税 6,491,252 26.0 2,538,024 38.5 小　　計　③ 4,568,940 3,351,422 3,133,280 44.6

1,130,571

22.4

普 通 2,538,024 10.2 2,538,024 10.4

593,118

814,152 11.638.5 物 件 費 2,130,129

9.0 積 立 金 2,577,880

12.0

0.9 維 持 補 修 費 38,072

1,794,310

0.3
投 資 お よ び 出
資 金 ・ 貸 付 金 152,680

繰 出 金

0.8地方特例交付金 20,000 0.1 20,000

小 計 10,694,053 42.8 6,558,851 99.6

0.1 前 年 度 繰 上 充 用 金交通安全対策特別交付金 4,071 0.0 4,071
分担金・負担金① 80,504 0.3 0 0.0

0.7

2,149,802 8.6 4,066,005

10,958 0.2

22.4

30.3

3.4

0.1

0.1

0.0

169,483

47,796 0.2 10,500

国 庫 支 出 金

7,805

1,262,8721,295,811 5.2

0.8

内

普通建設事業

う ち 補 助

う ち 単 独 6.2

10.5

475,724 1.9 3,488 0.0

170,637

災害復旧事業

うち国直轄

0失業対策事業

840,890

13,337

1,377,154

6,214,979

54.6

0.2

19.6

88.4

743,841

685,725

7,805

109,433

00.0

うち県営事業 690,625

100.0 合 計 20,423,930 100.0

決 算 額 構成比 増減率

11,774,55824,976,359 100.0

区 分

合 計

構成比

　

一 般 財 源

税 額 × 75

基 準 100 超過課税分収
入済額 千円 区 分

1,535,474 0 議 会 費 140,555△ 1.3

決 算 額

0.7 140,555

個 人 分 1,304,125 38.6 2.9 1,401,289 0 総 務 費 3,861,500 18.9 2,496,996

法 人 分 189,614 5.6 △ 23.0 134,185 0 民 生 費 3,813,394 18.7 2,155,292

固 定 資 産 税 1,346,980 39.9 5.9 1,440,889 0 衛 生 費 1,705,855 1,670,465

軽 自 動 車 税 78,640 2.3 4.2 91,249 0 労 働 費 212,216

商 工 費 322,015

市 町 村 た ば こ 税 267,468 7.9 △ 1.0 261,940 0 農林水産業費 1,362,814

鉱 産 税

消 防 費 552,285

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0.0 0 0 土 木 費 5,912,632
法定外普通税・旧法税

目 的 税 189,562 5.6 11.6 0

市 町 村 民 税 98.7町

民

税

個

人

分

均等割

160 150 130 120 50

3,000 1,750 410 4003,000 町

民

税

均 等 割 30.1 96.7

所得割

標準税率に 固 定 資 産 税 98.5 12.5 92.1

対する比率

法

人

分 17.7 94.9

1.00 固 定 資 産 税  1.4/100 (国民健康保険税を除く)

法人税率 9.7/100 市 町 村 税 計 98.7

2.7 455,400

1,040,105

1.0 26,203

8.4

0.8 109,433

28.9 1,758,529

1.6 105,312

6.7

1,007,708

合 計

歳 入 性 質 別 歳 出

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

徴

収

率

適 用 税 率 の 状 況 区 分 現年課税分

都 市 計 画 税

7.3

入 湯 税 7,588 0.2 0.0 0 災害復旧費 169,483

滞納繰越分

公 債 費5.4 7.1

1,493,739 44.3

4.3

教 育 費 1,497,202

実 質 赤 字 比 率

実 質 収 支 比 率
16.1

将 来 負 担 比 率

退職手当 老人福祉 ごみ処理 小学校

し尿処理 常備消防

-

7.1

訳

6,587,868

連結実質赤字比率

普通会計からの繰入額

E/(a)

火葬場 中学校

その他

事 務 の 共 同 処 理 の 状 況

議員公務災害 事務機共同 伝染病

工業用地等造成事業 無

市 町 村 民 税税務事務

事　　業　　名 法適用
の有無 収支額公

営

事

業

の

状

況

収 支 額 143,450 千円

5 人 11,774,558100.020,423,930合 計100.0 2.3

873,979 808,560

28,294 0

震 災 復 興 3,729,788 14.9 補 助 費 等

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

2,965,129

6,196,790

58,264

6,027,307

14.5

12.6

30.3

8.8

58,264

1,934,815

497,444

2,169,549

1,470,775

16,058

1,555,769

2,044,248


